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 z  ： 鉛直たわみ振幅 (m) 
 θ  ： ねじれ振幅 (deg.または rad.) 
 A ： 投影面積(m2) 
 B ： 桁幅 (m)，弦長(m) 
 b ： 半弦長 (m)（＝B/2） 
 D ： 桁高 (m) 
 hb ： 防護柵の高さ (m) 
  δ    ： 対数減衰率 
 h   ： 減衰定数 
m   ： 単位長さあたりの質量(kg/m) 
 I   ： 単位長さあたりの極慣性モーメント(kg･m2/m) 
 U ： 風速 (m/s) （または，主流方向の風速） 
 Uz ： 設計基準風速 (m/s) 
 UF ： フラッター照査風速 (m/s) 
 Vr ： 無次元風速（=U／ f B） 
 k   ： 無次元振動数 （= Ub /ω ） 
 ｗ  ： 鉛直方向風速(m/s) 
 f  ： 振動数 (Hz) 
  ω   ： 円振動数（= fπ2 ） 
 τ ： フラッター評価時間 (sec.) 
 μF ： 風速変動に係る補正係数 
 ρ   ： 空気密度(kg/m3) 
α   ： 迎角 (deg.) 
  Ln   ： 補助変数の数 
D，L，Ｍ   ： 抗力，揚力，空力モーメント 
  DC  ： 抗力係数 
  
 iv 
uI ， wI  ： 乱れ強さ 
 uxL ，
w
xL  ： 主流方向成分の乱れのスケール 
      u , wは，風速成分を表す添字であり， 
それぞれ主流水平成分，鉛直方向成分を示す．    













討されている．わが国では，1956 年から 1958 年にかけて実施された若戸大橋の橋桁
























断面には劣るものの経済性に優れた床版端部に 2 本の主桁を有する 2 主桁形式の橋桁
断面（Edge Girder）に着目し， Alex Flazer 橋（カナダ：1986 年）8)，南浦大橋（中
国：1991 年）9)など設計風速の高くない地域に低コスト型斜張橋として採用されてき
た．わが国では採用事例はないものの，コスト縮減の社会的背景から各研究機関で検
討がなされている．例えば，張出しを設けない端 2I 桁断面では中央径間 400ｍ程度，




























































なう．本論文は 5 つの章から構成されるが，以下に各章の概要を述べる． 
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ツールとなっているが，その原型は MIT と NACA で共同開発した非定常空気力試験
装置 1)に見られる．非定常空気力を風洞試験で計測する方法は， Theodorsen2)がポテ
ンシャル理論を用いて平板の非定常空気力を求めた 1935 年辺りから欧米で活発に行


















































表－2.1.1  非定常空気力試験方法の比較 





































































年前後でも 12 ビットが一般的であり，空気力が 4096 分割しかできず，慣性力との分
離，有風時には非定常空気力の他に静的空気力も含まれることを考えると，非定常空
気力だけを取り出すことは困難であった．しかしながら，比較的安価なサンプルホー







が 2Hz，デジタルによる位相差 0.1deg.を目標とした場合のサンプリング間隔は 130






















































ことが知られている．これらの係数は，本研究の定式化では，それぞれ IM θ ， zIM ，
RLθ  に相当する（補遺 2 参照）．この中で，変位比例成分が関係する係数は RLθ ，速度














































































































サンプリング時間は 60 秒，サンプリング間隔は 100μsec.とした．これは，加振周波
数を 2.5Hz 以下の場合に，デジタル波形の位相差の誤差は 0.1deg.以下を実現できる
設定である．データ数は，１回の計測で１チャンネル当たり 60 万個であり，現在の
技術レベルでは充分に実用に耐えうる．ＡＤ変換機には，マイクロサイエンス社製の


































zMBM 24     (2.3) 
 
D，L，Ｍ は非定常空気力（抗力，揚力，空力モーメント）， zRD ， zID ，･･･， RM θ , IM θ
は非定常空気力係数，ωは加振円振動数（=2π f  ）， f は加振振動数， z , θ は鉛直た














梁断面とした．NACA0012 断面は弦長 0.4m，模型長は 1.59m である．一箱桁断面は，
図－2.3.2 に示す B/D=6.74 の扁平六角形断面であり，幅員 20.2m，桁高 3m を有する
一箱桁断面を想定した．模型の弦長は B=311.4mm，桁高は D=46.2mm である．中央
防護柵，路肩防護柵の違いによる影響を調べるために，幾つかの断面を対象とした．
中央防護柵は，高さ hb=12.3mm の通常の柵状の防護柵に加えて，同じ高さのセンタ




弦長の 1％，ねじれ振幅 1deg.として，無次元風速 24 まで計測した．試験迎角につい



























断面名 中央防護柵 路肩防護柵 
断面 O なし なし 
断面 B1 標準（hb/D=0.27） あり 
断面 B2 C.B.(hb/D=0.27) あり 































































































図－2.4.1  時系列波形の直接減算により慣性力を除去した場合の計測結果 
 20
２．４．２ たわみ加振方向差の影響 

































































































































































断面 O，断面 B1，断面 B2，断面 B3 の迎角+9°における非定常空気力係数を比較



























⋅=⋅=      (2.4) 
ここで， α  ：迎角(deg.) 
ＣＤ（α＝0） ：迎角 0°の抗力係数 
Ｕ  ：風速(m/s) 













表－2.4.1    たわみ加振方向差の影響（迎角+9°：無次元風速 20） 
DzR DzI LzR LzI MzR MzI DzR DzI LzR LzI MzR MzI
(1) 0.129 0.575 -0.436 -2.100 -0.064 -0.542
(2) 0.131 0.570 -0.475 -2.236 -0.072 -0.568
(1) -9.2E-5 0.217 -0.034 -1.781 0.084 -0.310
(2) 0.002 0.202 -0.023 -1.901 0.083 -0.324
(1) 0.076 0.284 -0.311 -1.731 -0.029 -0.395
(2) 0.081 0.271 -0.308 -1.835 -0.028 -0.410
(1) 0.304 0.509 -0.856 -2.175 -0.171 -0.540
(2) 0.297 0.480 -0.882 -2.228 -0.165 -0.542
(備考）　加振方法の(1)は模型回転，(2)は加振機回転を示す．
0.98 1.01 0.92 0.94
1.04 0.96





















断面Ｏ 0.525 0.0121 0.0047 2.57
断面B1 0.659 0.0152 0.0149 1.02
断面B2 0.728 0.0167 0.0129 1.30





















































































元風速 20 では，断面 B3 の DzR，MzR において加振方向差による影響が大きいことが
わかる．また，連成フラッター安定化に大きく関与していると言われている 17)MzI に
おいても，両者の隔たりが７％と迎角+9°の時よりも大きくなっている．一方，抗力











































































図－2.4.5  迎角－9°における非定常空気力係数 
表－2.4.3    たわみ加振方向差の影響（迎角－9°：無次元風速 20） 
DzR DzI LzR LzI MzR MzI DzR DzI LzR LzI MzR MzI
(1) -0.113 -0.529 -0.489 -2.140 -0.069 -0.543
(2) -0.118 -0.525 -0.510 -2.226 -0.073 -0.563
(1) -7.5E-2 -0.500 -0.418 -1.882 -0.035 -0.499
(2) -0.083 -0.486 -0.438 -1.988 -0.045 -0.523
(1) -0.049 -0.504 -0.305 -1.719 -0.023 -0.451
(2) -0.059 -0.476 -0.321 -1.784 -0.025 -0.478
(1) 0.008 -0.424 -0.312 -1.503 0.078 -0.405















0.90 1.03 0.95 0.95
































































解析条件を表－2.4.4 に示す．これは，中央径間 1,500m 程度の吊橋を想定したもので
ある．また，ねじれ加振時の非定常空気力係数を迎角+9°を図－2.4.7，迎角－9°を
図－2.4.8 に示す．計測した空気力係数は原点を通る 4 次多項式で近似して計算した．
フラッター解析結果を表－2.4.5 に示す．これより，断面 B2 の迎角－9°で両者の差
が最大となるが，フラッター解析結果の違いは 3％程度であり，影響は大きくないこ
とがわかる．解析結果に影響を及ぼすたわみ加振成分の非定常空気力係数は zIM であ
るが 17)，断面 B2 の迎角―9°の差は表－2.4.3 より 6％である．また， zIM の最大差
は迎角－9°における断面 B3 で 7%であるが，フラッター解析結果への影響は 1%と















































































































































質量 15.5 t/m 
極慣性モーメント 568 t･m2/m 
たわみ振動数 0.080 Hz 
ねじれ振動数 0.279 Hz 
対数減衰率 δ=0.02（たわみ，ねじれ） 
桁幅 20.2m 
空気密度    1.225×10-3 t/m3 
 
表－2.4.5  フラッター解析結果 
 
 
加振(1) 加振(2) (1)/(2) 加振(1) 加振(2) (1)/(2)
断面O 54.1 53.5 1.01 55.2 54.1 1.02
断面B1 48.0 46.9 1.02 25.8 25.8 1.00
断面B2 51.1 49.8 1.03 32.9 32.7 1.01
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ー形式 2)，水平ステイ方式 3)，3 本ケーブル吊橋と斜めハンガー形式 4)，MONO-DUO








































で隔たりがあり，特に zRL ， ILθ ， zRM ， IM θ において異なった値を示し，フラッター
解析結果には IM θ の違いが最も影響を与えること，ただし，平板翼では，調和振動下
の平板翼理論値で同定した係数パラメータが一般振動中の Theodorsen 関数（一般化
 34 


















































m：質量， I ：極慣性モーメント， h：減衰定数，ω：固有円振動数であり，添字
の z ， θはそれぞれ鉛直たわみ，ねじれ，｛･｝は時間微分を示す． 
また， [ ]A ， [ ]B は非定常空気力に係わるマトリックスを示す． 
 
{ } { }qy &= と新たな変数を置くと，以下のような状態方程式に書き直すことができる． 
[ ] [ ] [ ]
[ ]
[ ] [ ]


























    (3.2) 
 
[ ] [ ] [ ]
[ ]





























    (3.3) 
解として，下記の調和振動を仮定する． 












[ ] [ ] [ ] [ ][ ]
[ ] [ ]





































値 λを IR iλ+λ=λ とすると，円振動数ωと減衰定数 hは次式にて算定される．また，
減衰を考慮した振動数 Dω は 21 hID −ω=λ=ω で与えられる． 
 
22














































IzI3         (3.7) 



































⎡ θ+++πρ−= θθ &&&& )()(3 IRzIzR iLLB
ziLLBL      (3.10) 
⎥⎦
⎤⎢⎣
⎡ θ+++πρ−= θθ &&&& )()(4 IRzIzR iMMB
ziMMBM     (3.11) 
したがって，フラッターの運動方程式は以下の様になる． 































[ ] [ ]{ } [ ]{ }


























































（l=1,2,．．．， Ln ） 
  
0A ， 1A は 2×2， lD は 2× Ln ， lE は Ln ×2 の実係数行列であり，非定常空気力試験
の計測結果から決定する．本研究では，これらの係数を未知数として，それらを非線
形最適化手法によって非定常空気力の有理関数近似を行なっている．なお，今回の計
算で導入する補助変数は Ln =2 とした．  
 橋桁の状態ベクトル { }q ， { }q& および補助変数ベクトル { }lx を直列に並べた新たな状
態変数ベクトルを定義すれば，1 階の常微分方程式の形式を持つ状態方程式が得られ，







３．２．２ Step-by-Step 解析 
 本解析は，たわみ，ねじれの運動方程式を連成空気力の作用を逐一計算し，与えら






















刻歴応答解析が可能となる．詳細は補遺 4 に示した．時刻歴解析の数値計算法には 4
次の Runge-Kutta 法を用いた．時間ステップについては，代表ケースで 0.001 秒と
0.01 秒で実施し，誤差がないことを確認した後に全てのケースで 0.01 秒として計算







































と 3 パターン変化させた場合を実施した．試験条件を表－3.4.1 に示す．Set A，Set B
では連成フラッターが生じ，Set C ではフラッターが生じない振動数比である．空気
密度に関しては，試験時期により異なっている．なお，重心は 1/2 弦長点とした． 
バネ支持試験では，たわみ加振，ねじれ加振により加振後の自由振動波形を取得し，
必要に応じてその振動数と対数減衰率を算定した．算定する時の振幅は，たわみは桁

































試験条件 Set A Set B Set C
質量　(kg/model） 12.955 12.622 12.878
極慣性)(kgm2/model） 0.417 0.379 0.401
たわみ振動数（Hz) 1.406 2.439 2.398
ねじれ振動数（Hz) 2.280 2.555 2.453
振動数比 1.62 1.05 1.02
構造減衰 0.02 0.02 0.02
空気密度（kg/m3） 1.18 1.22 1.16
（備考）　模型幅：0.4m，模型長：1.59ｍ
 41 
























 また，Set B における結果を図－3.5.2 に示す．これより，各解析手法ともに対数減
衰率は概ね一致していることがわかる．対数減衰率の大きい分枝では，対数減衰率の
小さい分枝の違いが見えるように縦軸を調整したために風速 6m/s の結果までしか示
されていないが，風速 8m/s 以上では後述する Set C と同様の違いが生じていること
を付記しておく．振動数については，風速 16m/s 以上の低い振動数の分枝では，従来










8m/s 以上から加速度表記法の数値が小さくなり，風速 12m/s 以上では従来法，RFA
法とは全く異なっていることがわかる．従来法，RFA 法に関しては，対数減衰率が
0.8 を超える領域で若干異なっているものの，概ね同じ値であることがわかる．振動














 (b) 風速－対数減衰率 
























































































































































 Set A の加振・減衰時の自由振動波形として，Set A の風速 6m/s，風速 10m/s を選

























また，複素固有値解析の各解析法で違いのあった Set C の風速 19m/s について，バ


























































図－3.5.4(1)   自由振動波形の比較（SetA たわみ加振 風速：6m/s） 




















































































































図－3.5.5(1)   自由振動波形の比較（SetA たわみ加振 風速：10m/s） 



































































































































































図－3.5.7(1) Set C の風速 19m/s における加振・自由振動波形（加振周波数 0.6Hz）  



















































































































図－3.5.7(3) Set C の風速 19m/s における加振・自由振動波形（加振周波数 1.8Hz）  


















































































































図－3.5.8(1) Set C の風速 19m/s における時刻歴解析結果（加振周波数 0.6Hz） 



















































































































図－3.5.8(3) Set C の風速 19m/s における時刻歴解析結果（加振周波数 1.8Hz） 



















































































































図－3.5.9  ねじれ加振時の振動波形の拡大図 
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して定めた 1.2 倍を設計風速に乗じると定めている．その後，1990 年の明石海峡大橋



































流変動風速のパワースペクトルを uuS とすると，評価時間τ，橋長 lで平均化したパワ







































⎛ −−= ∫ ∫




c：指数型の空間相関関数を仮定した場合の decay factor 
  f ：振動数， l：橋長，U ：代表点の平均風速 
 








σ+=+=μ 1max       (4.3) 


































⎡=σ ∫ ∞ dfS uuu ，T ：600sec.（=10 分） 
 
したがって，風速変動に係る係数μF は，応答が発達する時間τ（以下，フラッター
評価時間）と変動風速のスペクトル，橋長，decay factor から算出される． 
 耐風便覧 12)では，上記のパラメータを代表させ数値を丸めた形で各粗度区分毎に係
数を定めている．また，本四基準(2001) 11)では，フラッター発達に要する時間τとし
て無風時のねじれ振動数の 5 周期に相当する時間としている． 明石海峡大橋の場合
 70
には，変動風速スペクトルには日野スペクトル（補遺 6）を用い，フラッター評価時


































































めに第３章で用いた RFA 法による時刻歴解析に強制外力項を追加して用いた． 
強制外力による時刻歴波形は，2 次元翼理論に基づいて以下の様にシミュレートし
た．すなわち，翼断面の鉛直変動風速による 2 次元非定常揚力，非定常空力モーメン















2)(         (4.5) 
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図－4.3.1  鉛直変動風による作用力 





b    
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( ) )exp(500.0)130.0exp(500.01 sssL −⋅−−⋅−≅ψ    (4.7) 
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検討条件を表－4.3.1 に示す．これは第 3 章のバネ支持試験条件の Set A と類似し
た条件であり，フラッター発現風速が風速 12m/s 付近となるように設定したものであ
る．風速 12m/s における減衰は対数減衰率でδ=－0.003 である． 
 
表－4.3.1 フラッター解析条件 
質量 8.414 kg/m 
極慣性モーメント 0.262 kg･m2/m 
たわみ振動数 1.494 Hz 
ねじれ振動数 2.339 Hz 
対数減衰率 δ=0.02（たわみ，ねじれ） 
桁幅 0.4m 
空気密度    1.23 kg/m3 
 
 まず，風速を急激に変動させた検討として，風速 12m/s から風速を 13m/s に瞬時に
変動させた場合を実施した．この時には強制外力項を考慮していない．したがって，
 74



















































スペクトル )( fSw  
Karman 型スペクトル 
主流風速の平均 U(m/s) 12m/s 
乱れ強さ wI  (%) 5%，2%の 2 種類 
乱れスケール wxL  1m 
 
解析条件は，主流方向の乱れ強さ uI として，耐風便覧 12)の粗度区分Ⅰ（海上，海岸）
で期待される乱れ強さであり，明石海峡大橋で想定する気流と同等の uI =10％を設定
し，耐風便覧 12)を参考に鉛直方向乱れ強さ wI を uI の 1/2 として定めた．ただし，本
研究では空間相関を考慮してないために変動空気力は実際より大きくなることを考慮
して，乱れの小さい uI =4％の乱流も想定し， wI =2％の場合も実施した．また，乱れ
スケールについては，実測例として 20～50m である観測事例 23)があることを考慮し







4.4.1 に示す．本表は RFA 法による複素固有値解析結果であり，時刻歴解析の一定風
速下の自由振動応答に対応する．これより，フラッター発現風速は，風速 12m/s 付近
であり，フラッター振動数は 1.976Hz であることがわかる．また，風速 13m/s 以上
では減衰がδ=－0.1 を下回っており，大きな負減衰となっていることがわかる．  
 






















10.8 2.049 0.086 0.90 -167.8 1.533 0.871 6.62 -90.9
10.9 2.043 0.081 0.93 -167.5 1.533 0.893 6.45 -90.3
11 2.037 0.075 0.96 -167.2 1.533 0.916 6.29 -89.7
11.1 2.031 0.070 0.99 -166.8 1.533 0.940 6.14 -89.1
11.2 2.024 0.063 1.02 -166.4 1.533 0.965 5.99 -88.4
11.3 2.018 0.057 1.06 -166.0 1.533 0.990 5.84 -87.7
11.4 2.012 0.050 1.09 -165.6 1.532 1.017 5.70 -87.0
11.5 2.006 0.042 1.13 -165.1 1.532 1.044 5.56 -86.2
11.6 2.000 0.034 1.17 -164.5 1.532 1.072 5.43 -85.5
11.7 1.994 0.026 1.20 -164.0 1.531 1.101 5.30 -84.7
11.8 1.988 0.017 1.24 -163.4 1.530 1.131 5.17 -83.8
11.9 1.982 0.007 1.28 -162.7 1.529 1.162 5.05 -82.9
12 1.976 -0.003 1.32 -162.1 1.528 1.194 4.94 -82.0
12.1 1.970 -0.013 1.36 -161.4 1.526 1.227 4.83 -81.1
12.2 1.964 -0.023 1.40 -160.6 1.525 1.261 4.72 -80.1
12.3 1.959 -0.034 1.44 -159.9 1.523 1.295 4.62 -79.2
12.4 1.953 -0.045 1.49 -159.1 1.521 1.331 4.53 -78.2
12.5 1.948 -0.057 1.53 -158.3 1.519 1.367 4.43 -77.1
12.6 1.942 -0.068 1.57 -157.5 1.516 1.404 4.35 -76.1
12.7 1.937 -0.080 1.61 -156.7 1.514 1.442 4.26 -75.1
12.8 1.932 -0.092 1.65 -155.8 1.511 1.481 4.18 -74.0
12.9 1.927 -0.104 1.70 -155.0 1.507 1.521 4.11 -72.9
13 1.922 -0.117 1.74 -154.1 1.504 1.562 4.03 -71.8
13.1 1.917 -0.129 1.78 -153.3 1.500 1.604 3.96 -70.7







幅とした後，5 秒後に風速 12m/s から風速を 13m/s に瞬時に変動させて一定時間を風
速 13m/s を保ち，その後で再び風速 12m/s とした場合のフラッター応答変化を検討し
た．代表的なケースとして，風速 13m/s の継続時間が 0.2 秒（フラッター応答の 0.4
周期），0.4 秒（0.8 周期），0.5 秒（1.0 周期），0.7 秒（1.4 周期），1.0 秒（2.0 周期），
2.0 秒（4.0 周期），4.0 秒（8.0 周期）の時刻歴応答波形を継続時間 0 秒（風速が 12m/s
一定）の場合と比較して図－4.4.1(1)(2)に示す．これより，継続時間が増加すると時
刻 5 秒後からのたわみ応答に変化が現れることがわかる．また，ねじれ応答の変化に
ついては継続時間 0.5 秒（1.0 周期）を超えるまでは大きな変化がなく，継続時間 1.0
秒で違いが見られる．表－4.4.1 に示した複素固有値解析結果を見ると，風速 12m/s
から 13m/s に変化すると，振幅比（たわみ／ねじれ）は 1.32 から 1.74 に，減衰はδ
=－0.117 となり，定常応答では 1 周期当たり約 12％成長する．振幅比の変化に着目
すると，風速の瞬時の変化によって振幅比が定常解に近づくためにたわみ応答が増大
したと判断される．継続時間が 1.0 秒（2 周期）を超えた場合（同図(f)，(g)，(h)）に
は，6 秒付近におけるたわみとねじれの応答比が 1.7 付近であることから，この時刻
で風速 13m/s の定常解に近いことがわかる．継続時間が 4 秒（8.0 周期）の場合（同
図（h））の 6 秒から 9 秒の波形を見ると，ねじれ応答も発達し，その振幅比は約 1.7
と定常解となっていることがわかる．無次元時間 s（=Ut/b）から見た場合には，本検
討の継続時間 0.5 秒は s=15，継続時間 1.0 秒は s=30 に相当し，Wagner 関数で表さ
れる揚力の時間的成長がほぼ終了した領域になり定常解に近い値が得られていると判

































































































































 ねじれ (deg.) 
(d)　継続時間 0.5秒　（1.0周期）






























































































































 ねじれ (deg.) 
(h)　継続時間 4.0秒　（8.0周期）











変動に関しては，振動数比が 1/10 以下の変動，すなわちフラッター応答の 10 倍以上
の風速周期で応答が 2 倍以上になり，その影響が大きいことがわかる．最大応答比の
ピークは振動数比 0.01 で見られているが，これは今回の検討が 15 秒後の最大応答を
プロットしたため，変動風速の周期が 60 秒を上回る場合には最大風速まで到達する
ことなく解析が終了する影響である．すなわち，フラッター振動数が約 2Hz であるか








時刻 13 秒を過ぎるとたわみ振幅が桁幅の 5%以上にまで成長していることがわかる．














同図(1)では約 1.8 から 2.0 程度と複素固有値解析結果の風速 13.2m/s のねじれ分枝の
振幅比に近いが，同図(6)では約 1.3～1.4 とフラッター発現風速付近の振幅比に近い
ことがわかる．また，フラッター振動数の 2 倍付近の風速変動によって生じるたわみ
応答のフーリエ解析を実施した．15 秒の波形では振動数分解能が 0.06Hz となるため，
分解能を上げるために同一条件で 100 秒計算させて振動数分解能を 0.01Hz とし，た
わみ応答のフーリエ解析を実施した．その結果を図－4.4.4 に示す．これより，風速変



































(b) 変動風速の振動数が風速一定時のフラッター振動数の 2 倍近辺の拡大図 
 





























































図－4.4.3(1)  周期的な風速変動を与えた時刻歴応答結果 
（風速変動振動数 0.02Hz（振動数比 0.01）） 
図－4.4.3(2)  周期的風速変動を与えた時刻歴応答結果 






























































































図－4.4.3(3)  周期的風速変動を与えた時刻歴応答結果 
（風速変動振動数 1.97Hz（振動数比 1.00）） 
図－4.4.3(4)  周期的風速変動を与えた時刻歴応答結果 
























































































































































































































































































































































(a) 風速変動3.80Hz (b) 風速変動3.90Hz
(ｃ) 風速変動3.94Hz (d) 風速変動3.97Hz




 まず，強制外力を 1 波混入させた場合のフラッター応答結果を図－4.4.5(1)(2)に示



























&&& +++=Δ+Δ     (4.9) 
ここで， 
zΔ  ：強制応答による増分 
gz  ：強制外力により発生した鉛直たわみ応答 








zLL θθθ 222222 +++=Δ+     (4.10) 







=θ        (4.11) 


















=       (4.12) 
 
上式を用いて，図－4.4.5 の応答変化を概略算定した結果（以下，応答概算値）とその
時刻 12 秒（強制応答終了後 1.5 秒，フラッター振動数約 3 周期相当）の時刻 12.5 秒








果の時刻 12 秒の振幅比は小さく，時刻 12.5 秒で概ね定常解に達していると判断され
る．したがって，鉛直の強制応答によって非定常空気力が発生し，それが非定常空気
力の連成項の影響によりねじれ応答を発生させていると言える．また，その影響は強
制外力終了後から 4 波後には収まっていると判断できる． 
また，強制外力を 3 波混入させた場合のフラッター応答結果を図－4.4.6 に示す．




z/B (%) θ(deg.) (z/B)/θ z/B (%) θ(deg.) (z/B)/θ
1 1.77 1.48 1.20 2.01 1.50 1.34







zi/B (%) θｉ(deg.) (zi/B)/θi ⊿z/B　(%) zg/B (%) θg(deg.) z/B (%) θ(deg.) (z/B)/θ
1 0.61 0.46 1.32 4.48 1.60 1.21 2.21 1.67 1.32








の１波でねじれ応答は約 2 倍にも成長しており，対数減衰率で表すとδ＝―0.7 程度





主流風速を 12m/s と一定とした中で，Iu=4%，10％を想定して Iw=2%，5%の鉛直
変動成分によるガスト応答を考慮した時刻歴解析を実施した．応答波形はシミュレー
トされる鉛直方向の変動風速で変わるため，実施した 10 ケースの中で応答が大きく






成長するのに 15 秒程度（約 30 波相当）要している．Iw=5％では Case 2 で成長が早
く，時刻 8 秒以降では 4 波（約 2 秒）で 1deg.成長していることがわかる．この成長
が早い部分はねじれ応答が 1deg.程度である所に 4%程度のたわみ応答が複数波作用









件は第 3 章の表－3.4.1 の Set A と同じであり本章の解析条件とほぼ同じであるが，
気流条件が異なっている．すなわち，鉛直方向変動風速の乱れ強さは同程度であるが，



















































































































































































































































































































図－4.4.9 RFA 法による時刻歴解析結果（Case2 条件変更） 
（バネ支持試験の鉛直方向変動風速と同じ場合 










































照査風速が生起するのは耐用年数中に 1 回と見なしていることから，10 分間の風速波




































場合の例として，表－4.3.1 とほぼ同じ条件で格子乱流 11％（気流特性は補遺 5 参照）
のバネ支持試験結果において算定されたフラッター発現風速から 0.3m/s（約 2～3%）
超過した場合の応答波形を図－4.5.1 に示す．これより， 1deg.から 2deg.に成長する
時間は 20 秒（約 40 波），1deg.に達する振幅は 30 秒（約 60 波）となっており，フラ
ッター発現風速付近の応答である図－4.4.8 と比較するとフラッター応答の発達時間










図－4.5.1  フラッター発現風速を超えたバネ支持試験結果の一例 






果を図－4.5.2 に示す．計算方法は 4.2.1 項の(4.3)式にしたがっているが，時間平均の
み考慮した場合，橋長を代表的な 3 ケース（200m，500m，2000m）とした場合の風
速変動に係る補正係数を算出した．これより，時間平均のみのスペクトルで計算した
















































































フラッター評価時間を 10 波分として 60 秒として考えた場合には，最大値では風速閾
値は平均風速の 1.1 倍，平均値は 1.02 倍とその差は 8％まで大きくなる．これは，評






40 秒までは Case A と概ね同じ値であることがわかる．一方，平均値に着目すると
Case A よりも小さく，継続して超過する時間が 30 秒となる風速閾値は平均風速の

















































































図―4.5.4  モンテカルロシミュレーションによる風速の閾値と継続時間の関係 
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動数の約 1/10 以下であった． 
















































































JFE テクノリサーチ株式会社 林 和彦氏には，風洞実験方法について常に忌憚な
い議論を行って互いに切磋琢磨しあい，独自の実験方法，計測方法を確立するに至り
ました．また，JFE エンジニアリング株式会社 佐藤 豪氏にはフラッター解析の時
刻歴解析手法について，JFE エンジニアリング株式会社 由井陸粋氏には非定常空気
力試験装置の仕様決定に関して，研究部ご在籍中に議論する中で，有益な御助言を頂


































図 A1－1  二次元平板翼の変位と空気力の定義 
 














( 23 bUzkCUbbUbFMS    （A1.2） 
上向き正，頭上げ正，揚力上向き正，空力モーメント頭上げ正とする． 
 ρ  ：空気密度 
U    ：風速 
 k    ：無次元振動数（= Ub /ω ） 
 b  ：半弦長（=B/2） 
 ω    ：円振動数 
 
上式において， )(kC は Theodorsen 関数であり，無次元振動数 Ubk /ω= の関数であ
る． )(kC は 0 階と 1 階の第 2 種 Hankel 関数より定義される関数で，以下の様に表さ
れる． 




















kHkC +=+=      （A1.3） 
)()2(1 kH ：1 階の第 2 種 Hankel 関数 
)()2(0 kH ：0 階の第 2 種 Hankel 関数 
 
これより，二次元剛翼に作用する非定常空気力は桁のたわみ，ねじれ振動に対して





図 A1－2  Theodorsen 関数の複素平面表示 
 A－3
本研究で計測した非定常空気力係数の定式化は以下の通りとしている．ただし，定




















zMBM 24     （A1.5） 
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zMBM 24    （A2.2） 
ここで， zRL ， zIL ， RLθ ， ILθ ， zRM ， zIM ， RMθ ， IMθ は非定常空気力係数． 
 z：鉛直たわみ変位（上向き正）， θ：ねじれ変位（頭上げ正）， 
L：揚力（上向き正），M ：空力モーメント（頭上げ正） 
 








































Bb = （幅員の半分） 
 z：鉛直たわみ変位（下向き正）， θ：ねじれ変位（頭上げ正）， 













1    （A2.5） 
⎥⎦
⎤⎢⎣








1   （A2.6） 
 z：鉛直たわみ変位（上向き正）， θ：ねじれ変位（頭上げ正）， 









1)( txtuUACtD D &−+⋅⋅⋅ρ=     （A3.1） 









図 A3－1  物体に作用する空気力 
 
式（A3.1）において，平均風速に比べて変動風速，水平方向の振動速度は小さくそれ












記のように表されている（補遺 1）．  
 )()( 23 ω⋅ω⋅⋅ρ⋅π= B
zDBtD zI
&
     （A3.3） 
（A3.3）の定式化は風軸上の定義である．図 A3－2 にしたがって，有迎角中の鉛直振





























ここに， )0( =αDC ：迎角 0°の時の抗力係数 を表す． 
 



























加振振幅： )(tz  
抗力成分振幅： 










































































































       （A4.5） 
フーリエの逆変換の公式より， 
∫ ∞+∞− −= ωωπ ω deiw atic )(43
1
2






























































s：無次元時間（＝ bUt ） 
σ ：＝ bUa /  
式（A4.7）で定義される Wagner 関数を用いると， ch は式（A4.8）のように表すこと
ができる． 
∫ ∞+∞−= dkekkCis iks)(21)( πφ       （A4.7） 
































      （A4.9） 















3 )()0( σσσ      （A4.10） 
















































   （A4.11） 
ただし，   
2
1)0( =φ  
)()( s
ds
ds φϕ =  
 
よって，任意運動をしている二次元剛翼に作用する非定常空気力は，式（A4.1），(A4.2)










































































































































































































































































































  （A4.15） 










)( λβϕ        （A4.16） 
式（A4.12），（A4.13）において， )( σϕ −s は時刻σ における風速の翼に垂直な成分が
時刻 s における非定常空気力に与える影響の度合いを示しており，物理的に考えると 
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    (A4.22） 























































































































































































































































⎛ ⋅       (A4.23) 
と表すことができる． 
以上より， )(sϕ を n 個の指数関数の和 )(saϕ で近似することで，任意運動をしている
二次元剛翼の空気力係数は振動数によらない形で表現できることがわかる． 
[ ] [ ]{ } [ ]{ }




























































0A ， 1A は 2×2， lD は 2× Ln ， lE は Ln ×2 の実係数行列であり，非定常空気力試験
の測定結果から決定する． 
式(A4.24)と式(A4.25)の各係数は， )(sϕ を計算し，それを精度良く近似できるよう
に jβ や jλ を決定すれば求めることができる．しかし， )(sϕ は複雑な式であり計算が
容易でないと同時に，実験結果により得られた空気力係数を近似することができない． 
式(A4.24)と式(A4.25)は見方を変えると，式（A4.25）を満たす補助変数 jx を Ln 個導
入することにより，空気力係数を振動数によらない形として表現していると考えるこ



















































































0A は無次元振動数 k の関数である．調和振動を仮定し，上式に
















+= ω        (A4.27) 
0q は複素振幅である． 




[ ] [ ]













[ ] [ ] [ ] [ ] [ ]




















































































































式（A4.24），式（A4.25）の 8+5× Ln 個の未知数を式（A4.27）と(A4.28)の誤差が最
も小さくなるように決定する．具体的な方法は以下の通り． 
 
(1) 2 次元平板翼理論値，非定常空気力試験の計測結果より，m 個の無次元振動数に
対して， *1A ，
*


































(2) 1A ， 0A ， lD ， lE ， lλ の 8＋5× Ln 個の要素に適当な初期値を与え，各無次元風
速 1k … mk に対して式（A4.28）の 1B ， 0B を計算する． 
 
(3) 次式で定義される 8 個の誤差関数を考え，式（A4.30）の拘束条件の下でこれら




( ) ( )













































<0           （A4.30） 




解析条件とともに表－A4.1 に示す．計算には，技術計算ソフトウェア Matlab の関数
fminimax を用いた．また，翼断面理論値と有理関数近似曲線を図－A4.1 に示す． 
 
表－A4.1  2 次元翼断面の有理関数近似結果 



















































図－A4.1  翼断面の非定常空気力係数と近似曲線 
 
CLz,I 
 Reduced frequency k 
CLθ ,R 




Reduced frequency k  Reduced frequency k 
CLz,R 
 Reduced frequency k 
CMz,R 
 Reduced frequency k 
CMz,I 
 Reduced frequency k 
CMθ ,R 




（２）運動方程式と Runge－Kutta 法 
 翼の運動方程式は以下の様に表される． 
 
[ ]{ } [ ]{ } [ ]{ } [ ] [ ]{ } [ ]{ }






































  （A4.31） 
 
 複素固有値解析に持ち込む場合には，（A4.30）式から { }{ }{ }tqq& を新たな状態ベクト
ルとして定義すれば，1 階の常微分方程式にすることで複素固有値問題に帰着できる． 
[ ] [ ] [ ] [ ] [ ] [ ] [ ]





































































         （A4.32） 
 
時刻歴解析の数値積分法は 4 次の Runge-Kutta 法を用いた．以下，Runge-Kutta
法の計算手順を示す．常微分方程式，初期条件は簡略化して以下の様に表す． 
常微分方程式： { } { }zytfy ,,=& ， { } { }zytgz ,,=&     (A4.33) 
初期条件： 0tt = ， 0yy = ， 0zz =  




432101 ddddyy ++++= ， )22(6
1
432101 llllzz ++++=   (A4.34) 
ここに， 




























( 202003  
 A－19
tlzdyttfd Δ++Δ+= ),,( 303004 ， tlzdyttgl Δ++Δ+= ),,( 303004  
計算は，まず， 1d ， 1l を求め，順次 2d ， 2l ，さらに 3d ， 3l ，最後に 4d ， 4l を求めて，
（A4.33）により， tΔ 後の 1y ， 1z が計算される．これを順次繰り返すことにより，時々









×高さ 3m×長さ 15m である（写真 A5－1）．2 次元剛体風洞模型を使用する場合には，
模型端部の境界層厚を小さくするために 2 次隔壁を設けている． 
バネ支持試験方法は，本州四国連絡橋風洞試験要領（2001）・同解説，本州四国連
絡橋公団風洞試験要領（1980）・同解説に準じている．バネ支持試験装置の概要を写



























σ=        (A5.1)  
U
I ww
σ=        (A5.2) 
∫ ∞ ττ= 0 )( dRUL iiix       (A5.3) 
 ここで， 
   uI  ：主流方向の乱れ強さ 
   wI  ：鉛直方向の乱れ強さ 
uσ ， wσ  ：主流方向，鉛直方向の変動風速の標準偏差 
U  ：主流方向の平均風速(m/s) 
i
xL  ：主流方向の乱れスケール 
)(τiiR  ：主流方向の変動風速 i 成分の自己相関係数（ wui ,= ） 









写真 A5－１  風洞設備の測定洞 
 
写真 A5－2  バネ支持試験装置 
 A－23
 



























表 A5－1  本研究で使用した乱流格子と代表的な乱流パラメータ 
 
設置位置
ｂ(mm） M(mm) XG(m) Iu(%) Iw(%) Lx
u(cm) Lｘ
w(cm)
1 25 100 2.0 5.7 4.6 14 4























































(b) 格子パターン 2（Iu=11%） 
 















kkui tkfffStU     (A6.1) 
ここで， 
)( fSu ： )(tU i のパワースペクトル 
fΔ ：周波数のピッチ 
fkfk Δ=  ： k 番目の周波数 
 φk ：一様分布【0－ 2π 】で発生させたランダムな位相 
サンプリング間隔 t=0.01sec.として時刻歴波形を発生させた．周波数のピッチは
0.001Hz とし，考慮した周波数領域は 0.001Hz から 50Hz までとした．パワースペク
トルには，日野スペクトル，Karman 型スペクトルの２種類を用いた．日野スペクト
ルは明石海峡大橋のフラッター照査風速を議論する時に用いた．また，一般的な検討




































Ukf     (A6.3) 
 本研究では，本州四国連絡橋耐風設計基準（2001）・同解説に記述のある下記の近
似式を用いている． 
  75.0635.0 −×= ZfZ         (A6.4) 
rk  ：地表面摩擦係数（ここでは 0.0025） 
 m  ：修正係数（ここでは，m =１） 
α  ：鉛直分布のべき指数（＝1/8） 
U10  ：高度 10ｍにおける 10 分間平均風速（＝46m/s） 
 A－27


















































fLn =   
zU ：平均風速 
i
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